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米国における州法と条約の関係
　　一外国人財産問題を中心として一
中　　原　　精　　一
1．はしがき
　アメリカ合衆国が，連邦制のもとで建国当初から今日に至るまで，連邦
権限と州権限との抵触によって，国内政治に重要な問題をつねにはらんで
きたことは，周知の通りである．
　これら連邦権限と州権限との抵触問題は，漸次，連邦権限優位の立場を
確立させていったが，その一つの役割として，連邦政府の条約締結権およ
びこれによって，締結された条約と州権限との抵触問題をあげることがで
きる．
　合衆国憲法には，条約は連邦憲法および議会法とともに国の最高法規で
あると規定している．この規定は，今日的解釈では，条約は当然アメリh
　　　　　　　　　　　　l国内での一地方法に優位するものであると理解されるのであるが，その制
定当時の経緯では，憲法制定当時の英国に対する負債の解決および独立戦
争から生じた土地問題等の論議の鎮静を考えて可決されたものである1）と
され，市民を保護するための本来の憲法上の制限は，条約によって廃止さ
れないという協定がつくられていた2♪．この市民の自由を保護することに
ついては，州の権限として留保されることも，憲法制定当時の原則として
確認されていたものであり3），条約の最高法規性によって，州に保障され
た留保権限を侵害する条約の締結を不当とする見解は，ながく各州を支配
し，修正10条の制定によって，憲法上の保障がこの点で確立するにおよ
んで一層強硬となってきた．
　連邦の条約締結権とそれによって締結された条約が，州権限に優位する
という判決は，のちに詳しくのべるWare　v．　Hylton　Caseにおいて・
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すでに1796年にだされている．さらに，条約実施のための連邦議会の立
法措置が必要とされる場合については，建国の当初，沖合漁業条約で，す
でに州権との対立が予想されていたが4），連邦議会に委任されない事項お
よび州に留保されている事項に関しては，その立法に疑義がもたれた．し
かしながら，1920年のMissouri　v．　Holland　Case5）でのホJ一ムズ判事
の見解は，州権を侵害する条約にもとずく議会法の制定を是認している．
　この事件の概要を略述してみると，例年アメリカとカナダの，かなりの
広範囲な地域にわたって，無数の渡鳥が移住しているが，これらの鳥は食
糧源として，また疎菜の害虫駆除として，大きな役割を果してきているに
もかかわらず，適切な保護が加えられないため，絶滅の危険にあった．そ
こで，連邦議会ではこれを州の監督にまかしておけないとして，禁猟期そ
の他の保護手段を講ずる議会法を制定したが，これが州に留保された権限
に抵触するとして違憲とされたため，連邦政府は1916年12月8日に，
イギリスとの間に条約を結び，これら渡鳥を保護するため，二国間で必要
な方法を立法機関がとることを提案することを約束した．この条約にもと
ずいて，連邦議会は1918年7月3日に，この条約に該当する渡鳥は，
条約の現定が認めた場合ならびに農務長官の許可ある場合を除いては，捕
殺，捕獲もしくは販売することを禁止する法律を制定し，その違反を取締
るために監視人をおいた．ミズーリ州は，直ちにこの法律にもとずく渡鳥
の連邦機関による監視は，州が排他的に有する警察権を侵害し連邦憲法修
正10条に違反するとして訴えた．
　これに対して連邦最高裁判所は，まず「この場合，合衆国に委任されな
い権限を州に留保している修正10条を引用することは適切ではない．な
ぜなら，第2章第2条によって合衆国は条約の締結権を明らかに委任され
ており，また第6章において合衆国が締結した条約は憲法および憲法にも
とずいて制定された法律とともに国の最高法であると宣言をしている．条
約が有効であれば，政府の権限を執行する必要かつ当然の手段としての第
1章第8条のもとでの法律の有効なること論をまたない．」6）そして，また
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「条約は憲法に違反する場合は効力を有しない」6）としながら，「議会法が
認めれば……条約のみが関係することのできる国家利益についての緊急問
題が存在することは明らかである．」8）今回の渡鳥の問題についても「州が
無能力である場合」9）で，当然国家権力によってこれを規制できるもので
ある10）．
　条約権と州権限との対立で，建国当初から問題になってきたものに，外
国人の財産権におよぼす州の管轄権と条約との関係がある．ここで取扱う
問題もこれである．
　アメリカ合衆国建国当時には，独立戦争によって，各州が没収したロイ
ヤリストの土地およびその他の財産の処理問題を，いかに解決するかは大
きな関心のまとであった．連合がすすみ，イギリスとの平和条約が締結さ
れるに至って，その条約のなかでアメリカ政府は，戦争中没収したロイヤ
リストの財産を返還するように各州に勧告することを約したため，連邦政
府の条約締結権と，州権限との間に大きな対立を生じた．　　．’
　州権論の強硬な初期の時代には，これらの問題を取扱った判例の多くは，
外国人の財産権問題は州に留保された権限によって処理されるものである
として，連邦政府がこの種の事柄について条約を締結できるこζを否定し
てきたが，連邦の基礎が漸次確立し，連邦政府の締結する条約も，土地問
題のほか，通商，信仰の自由，労働問題等多彩をきわめるようになり，連
邦憲法上の条約権の正当化確認の気運がたかまってきた．そして，ついに
1796年にWare　v．　Hylton　Caseがこの問題の一応の結論を用意した．
　死亡した外国人の財産の管理権は，国際法上，その死亡した外国人の属
する国の領事が有しているが，アメリカ各州ではこれを州の権限としたた
め・連邦政府の締結した条約と抵触した．これもWare　v．　Hylton　Case
その他の事件で条約優位の立場から，州の管轄権が否定されたが，遺言を
しないで死亡した外国人の財産の管轄権については問題がのこった．これ
らの財産の管轄について，初期の段階では明確な国際法上の慣行もなかっ
たので，州の管轄権が認められていたが，その後，これらの財産について
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も領事に管轄権があるとする条約が締結されるようになって，州権限と条
約の抵触問題が生じた．
　さらに外国人財産権の州規制で顕著な例は，アメリカ西部沿岸諸州が制
定した東洋人排斥を目的とした外人土地法がある．これは東洋人の移民の
増加によって州民の農業経営の圧迫，低賃金労働者の増加による労働組合
の反機から起った東洋人排斥運動に起因する外国人差別法である．とくに
その例の顕著なのはカリフォルニヤ州である．これによって東洋人，なか
でも日本人の移民の農業従事が困難となった．ちょうどこの時期に，移民
問題もふくめて，日米通商航海条約が改訂せられ，直ちにこれら外人土地
法と同条約との抵触問題が生じた．これら外人土地法は，カリフォルニヤ
州において，大山事件，藤井事件で一応の結論がだされたが，特に藤井事
件では外人土地法が，国連憲章に違反するというカリフォルニヤ州控訴院
の判決があって話題となった．
　1）　Sutherland，　Restricting　the　treaty　power，65　Harv．　L．R．　No．8，1952．
　　p．1318
　2）　Ibid．，　p，1318
　3）　Ibid。，　p．1318
　4）　Ibid．，　p．1318
　5）Missouri　v．　Holland　Case，252　U．S．416，40　S．　Ct．382，64　L．　Ed．641．
　　11A．L．R．984，1920；Dodd，　Cases　on　Constitutional　Law，　pp　508～513r
　　Sutherland，　oP．　cit。，　P．1318
　6）　Dodd，　op．　cit．，　p．509
　7）　Ibid，，　p．510
　8）　Ibid．，　p．510
　9）　Ibid．，　p．510
　10）1900年のGeofroy　v．　Riggs　Caseでeよ，ブイールド判事は，州の割譲は
　　その州の同意がなければ条約の締結ができないとのべている．
2．独立初期の各州外人財産権制限法と条約
独立初期にアメリカ合衆国の各州は，それまで敵国人であった外国人の，
とりわけロイヤリストの土地所有に対する制限，相続権の制限，もしくは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　59
これらの諸権利の剥奪に関する法律を独自に制定した1）．
　一方では，連邦政府によって，アメリカ合衆国内に居住する外国人は，
自己の財産の自由な処分権を有し，その相続者は特別に課税されることな
く，財産の所有権を有する，という規定をおいた条約を，各国との間に締
結した．例えば，フランスとの間の同盟条約を締結した際にあわせて締結
された条約2），スエーデソとの間に締結された条約3），オランダとの間に
締結された条約3）およびプPシヤとの間に締結された条約5）等がそれであ
る．
　1783年のイギリスとの平和条約では，イギリス人債権者の債権問題に
ついて，「いずれの債権者も，これまで契約したすべての債権について，
英貨での支払いをうけるためには，法律によって阻害されることはないこ
とを約する」6），と規定した．また，フラソス7）およびチュニス8）との間：
に締結された条約では，米国内で死亡した人の遺言執行人がいない場合に
は，その国の領事に死亡者の財産管理権を与えることを規定している．
　独立初期の外人土地所有制限法と，これと全く相反するこれら条約との
関係については，その多くは強い州権論のもとで，条約が無視されるか，
または条約違反事件としても殆んど裁判の対象とならないですんでいるが．
フランスとの問に締結された条約（1788年）と，　この種土地所有制限の
州法との抵触で生じた事件に，Chirac　v．　Chirac事件9）がある．この事
件では，メアリーランド州の外国人差別法は，条約に反するものと判決さ
れた．しかし，外国人の財産権問題で，条約と州法との抵触を取扱った初
期のリーディソグケースとなった判例は，イギリスとの間に締結された条
約（1783年）と，バージニヤ州法との関係を取扱ったWare　v．　Hylton
Case19）である．
　連邦憲法が制定される以前，1777年にバージニヤ州は，イギリス国民
に負債のあるバージニヤ州民は，バージニヤ州当局にその負債を支払うこ
とによって，その返済を履行したことになるという規定を設けた法律を制
定した．そこで，1780年4月26日に，バージニヤ州にあるヒルトソ会社
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は，州法によって定められたバージニヤ州の官吏にイギリス人からの負債
の一部を支払った．連邦憲法の制定後，イギリス債権者の執行人は，合衆
国とイギリスとの間に締結された平和条約の規定によれば，負債の支払は
イギリス債権者に対して行われるべきであるとして，ヒルトソ会社のなし
た行為について，連邦巡回裁判所に異議の申し立てをなした．連邦巡回裁
判所は，ヒルトン会社の行為の妥当なこと，つまり一く　一．ジニヤ州法の有効
なことを認めて，訴えを却下したが，原告はこれを不満として連邦最高裁
判所に提訴した．．連邦最高裁判所では，新しく採用された合衆国憲法の最
高法規条項によって，イギリスとの間に締結された条約は，バージニヤ州
の法律に優位するものであるから，ヒルトソ会社が州法にもとずいてなし
た支払行為は無効であり，あらためてイギリス債権者に対し，負債の返済
をなすべきであると判決した11）．この事件で，チェース判事は「……州立
法部の行為が条約を阻害できるとすれば，条約は国の最高法つまり合衆国
全体の最高法たることはできない．……条約は，その条約に違反する各州
の憲法の，いかなる部分をも完全に無効とすることができる」12），と合衆
国憲法にもとずく条約の最高法規性が州法に優位する理由としてあげてい
る13）．
　同様，土地所有権について生じた事件として，Martin　v．　Hunter’s
Lessee　Case14）がある．
　英国人フェアファックス卿は，バージニヤ州北部に広大な土地を所有し
ていたが，彼のこの土地の所有権は，ジェームスニ世によって，彼の先祖
に与えられた許可状によるものであった．フェアファックスが1781年に
死亡したとき，彼はその土地の一部を，英国人であるマLチソに遺贈した．
ところが，パージニヤ州は，外国人の土地没収法にもとずいて，1789年
にその土地をハソターという人に下附した．1791年，・・ンターはその権
利を主張して，マーチンの立ちのきを裁判所に請求した．1794年，この
事件の継続中にジエイ条約はすべての英国人の土地所有権を確認したけれ
ども，1796年，バージニヤ州の裁判所は，ノ・ンターに有利な判決をした
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ため，事件は連邦最高裁判所にうつり同裁判所は，Ware　v．　Hylton　Case
と同趣旨の下に条約の優位を説き，マーチソの主張を支持した15）．
　　　　　　　　1いま一つの例をあげると，外国人の土地売買問題について，Hauenstein
v．Lynham　Caseがある．
　この事件は1合衆国内での土地所有者の相続人であるスイス国民に，そ
の土地の売却手続についての，一定の権利を保障する条約17）がバージニ
ヤ州法と抵触するという理由で問題となった事件18）である．1880年，こ
の事件が連邦最高裁判所で判決されたとき，ソウイソ判事は，Ware　v．
Hylton　Caseでの最高裁判所の見解を採用し，条約の最高法規性が州法に
優位するとのべるとともに，さらにいま一つの理由として，州に条約の締
結権がないということから導かれる主張が加えられた．すなわち，「外国
人の権利を保護するには，条約規定は効果的であり，このような条約問題
は，結局条約締結権に関する問題である．もし連邦政府が締結した条約を
実施する権限を有しなかったならば，それはまったく無意味である．なぜ
なら，州は明らかに‘‘条約・同盟および連合をつくること”を禁止されて
いるのであるから，条約を実施する機関がまったく存在しないという結果
になるからである．結局，条約は憲法によって定められた条約締結権を有
する権限の範囲内で考慮されるべき問題である」19）．ここで，条約の最高
法規性を主張したWare　v．　Hylton　Caseにおける主張20）はさらに，条
約締結権の所在によって問題とされる主張21）が書き加えられるようにな
った．
　これら独立初期の各州の外国人の土地所有制限の立法は，漸次連合体制
が確立するようになって，独立時の敵国人意識がうすれるにつれ，また裁
判例で前記のように条約違反とされるようになって，その例が少なくなっ
てきた．連邦政府でも，20世紀に入ると，外国人が自由に財産を処分す
る権利，およびその受贈者が何らの差別をうけることなく，それを受けと
る権利を認めた条約を数多く締結した22）．これら条約によって，外国人は
遺贈された財産を受ける権利を与えられ，州法が無資格と認めた受贈者，
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もしくは相続人23）たる外国入に対しては，一定期間内24）に財産受贈手続
を行えば，権利が満される特権を与えられた．
1）各州のこの種の制定法について，まず二＝一ヨーク州のものについては，
　Pratt，　Present　Alienage　Disabilities　under　New　York　State　Law　in　Real
　Property，12　Brooklyn　Law　Review，1，1942，　p．15；ペソシルバニヤ州
　のものについてはLessee　of　Jackson　v．　Burns（3　Binn．，1810）事件で，ま
　たバージニヤ州のものについてはMartin　v．　Hunter’s　Lessee（1816）事件
　その他の判例に散見される．
2）　Feb．，6，1778，8Stat．18，　art，11．
3）　Apr．，3，1783，8Stat．64，　art．61
4）Oct．，8，1782，8Stat．32。この条約では，外国人の相続権と同時に，他国
　内における礼拝の自由を規定している．そして，その自由は各州とも建設さ
　れた教会を保有したときに限り，これを認めた．Sutherland，　Due　process
　and　Disestablishment，62　Harvard　Law　Review，　p，1306，1323．なおプロ
　シヤとの条約（1785年）およびスェーデンとの条約（1783年）でも礼拝の
　自由について規定している．
5）Sept．，10，1785，8Stat．88，　art．10．また，同趣旨の条約として，憲法第
　10修正が制定されてから締結されたものとして，　プロシヤとの条約（1799
　年），スペインとの条約（1795年）等がある．
6）　1783，8Stat．54。
7）　Nov．14，1788，8Stat．160，　art．5．
8）　Aug．1797，8Stat．160，　art．19．
9）Chirac　v．　chirac，2Wheat．，259，1817．
10）Ware　v．　Hylton，3Dal1．199，1796．
11）　Sutherland，　oP．　cit．　P．1318　ff．　　　　1
12）B．B．　Blakeney，　Material　for　the　Study　of　American　Constitutional　Law，
　Vol　II，　Part．1，1951，　pp　26～27．
13）Nielson　v．　Johnson　Case（1929年）においても，ストーン判事は，やはり
　州法と条約との関係について「……条約締結権は，州の立法権に独立かつ最．
　高であるから，条約規定の意味が州立法に違反するから無効であるとはいえ
　ない．いずれかが違反することを確認されれば，条約は州法に勝たねばなら
　ない」と，条約の州法に対する優位を説いている．Blakeney，　op。　cit．，　pp
　26～27　note．
14）Martin　v．　Hunter’s　Lessee，　Wheat．304，　U．S．，1816．
15）　Sutherland，　oP．　cit．　P，1318　ff
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　Martin　v．　Hunter’s　Lessee　Caseの前にFairfax’s　Devisee　v．　Hunter’s
　Lessee（7　Crach　603，　US．，1813）がある．これは同一事件を取扱ったもの
　　であるが，条約と州法についての解決はなかった．
16）　Hauenstein　v．　Lynham　Case，100　U．S，，483，25　L。　Ed．628，　US．，1880．
ユ7）外国人の権利について規定している条約については，フランスとの条約
　（1778年），イギリスとの条約（1794年）等では，フラソス人やイギリス人
　が，アメリカ合衆国で土地を購入し，所有する権利を与え，市民としての無
　能力を排除し，あたかも彼等が，米国市民であったかのような状態におい
　た．
18）　Dodd，　Cases　on　Constitutional　law，1949，　p．506．
19）　Ibid．，　p．507．
20）Ware　v．　Hylton　Ca自eと同様の判決をしたものとして，この外にPeople
　v．Gierke　5　Ca1．381，1885；Watson　v．　Donnelly，28　Barb．，653，1859．
21）　同様の判決をしたものとして，Geofroy　v．　R三ggs，133　U．　S．258，1・890；
　Bahaud　v．　Bize，105　Fed．485，1901；Dockstader　v．　Kershaw，20　DeL　398，
　1903；DQehrel　v．　Hillmer，1021Qwa　169，1897；Goos　v．　Brocks，117
　Neb．750，1929；Kull　v．　Kull，37　Hau．476，1885．
22）　これらの条約は次のものがあげられる．コPンビヤとの条約第9条（1824
　年10月3日），オーストリヤとの条約第1条～第4条（1848年ら月8日），
　ブラジルとの条約第11条（1828年12月12日），チリーとの条約第9条
　（1832年5月16日），エクワドルとの条約第12条（1839年6月13日），
　ポルトガルとの条約第12条（1840年8月26日），ロシヤとの条約第10
　条（1832年12月6日），サルジニヤとの条約第18条（1838年11月26
　日）．
23）　カンサス州の場合には外国入は不動産の相続人たることはできない．
　Sullivan　v．　Kidd，254　U．S．433，1921．デラウェアおよびネブラスカ州の場
　合は，現住しない外国人は不動産の相続人たることはでぎない．Dockstoder
　v．Kershaw，20　Del．398，55　Atl．341，1903；Bahand　v．　Bize，105　Fed．
　485，1901．アイオワ州の場合には，現住しない外国人は不動産を所有するこ
　とはできない．Opel　v．　ShQup，10010wa　407，1896．メアリーランド州の
　場合には，現住しない外国人が十年内に市民とならない場合は，不動産の相
　続人となることはできないChirac　v．　Chirac，2Wheat．259，1817．アイ
　オワおよびルイジアナ州の場合には，課税上の差別について規定している
　Nielson　v．　Johnson　279，　U．　S．47，1929；Mckeon　v．　Brown，16710wa
　489，1914；Fredrickson　v．　Louisiana，23　How。445，1859．
24）期間を2力年とするものとして，オーストリア，コロンビヤ，ヘッセ，ナ
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ッソーウルステンバーグおよびサクソニーとの諸条約．3力年とするものと
して，ブラジル，チリーおよびエクワドルとの諸条約，相当な期間とするも
のとして，ハノーバー，ポルトガル，ロシヤおよびサルジニヤとの諸条約．
3．領事の財産管理権と州法
　国際法上，通商と航海に関して，自国に関係のある事実を観察し，これ
を自国に報告し自国の通商と航海の促進をはかることを主目的とした職務
を行うため各国は領事を，国家機関として派遣する．この領事の職務は上
記通商，航海に関するだけではなく，現在ではこの外に在留自国民の保護，
公証的任務等も含まれている．このうち，在留自国民の保護とは，在留民
の氏名・住所に関する名簿の作成，地方官憲から不当な取扱をうけた在留
民の救正に関する措置，貧困その他の事由により救助を必要とする者の本
国送還，旅券の下付や査証，在留民相互間または在留民と外国人間の紛争
の仲裁，財産の管理等である1）．このうち財産の管理については，アメリ
カ各州は，その管理権が州の権限内にあるとしていた．しかしながら国際
関係が漸次確立するにおよんで，19世紀に入ると，アメリカ政府として
も国際法に準拠して条約を締結するようになった．外国人の財産権につい
ても，殆んどの条約で「外国人は財産について，どのような方法でも処分
できるし，またたとえ外国人でも相続人は特別な課税をされないで財産を
取得し，保存することができる」2）旨を規定して締結した、さらにこれら
の条約で，外国人の属する国の領事の権限をさらに広大して，従来州権限
の範囲内とされていた．アメリカ合衆国内で死亡した外国人の財産処分権
を領事内権i限とすることを規定した3）．
　これらの条約はただちに各州において州法に違反するものとして反対さ
れたが，領事の有する死亡の通告をうける権利4），財産目録保管の権利5），
自国民の代理となる権利5），財産保存の権利7），金銭をうけとり，相続者．
にその手続を伝達する権利8）等は，すべて州法に違反するものではないと
判決された．
　死亡した外国人の財産は，いわゆる外国人所有財産の没収権によってそ
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の国が没収することができるというのが，　19世紀初期までの慣行であっ
たが，20世紀には，国際法上にも殆んど行われなくなっている9）．そし
てこれらの財産の処分管理は相続人，相続人のいないときは死亡した国の
領事が行うものとされるようになった．ところが，遺言をしないで死亡し
た自国民の財産を管理する領事の権利は，国際法上の慣行にもなかっklo）
ので，多くの議論を呼んだ．
　この問題で特に議論を呼んだ代表的な条約は，アルゼソチン共和国との
間に締結された条約（1853年7月27日）の第9条である．これには，
他の国の領土内で遺言をしないで死亡した国民の属する国の領事は，「そ
の国の法律に従って，故人の財産の保管，執行および司法上の弁済に干渉
する権利」を有すると規定した11）．
　一つの例外12）を除いて，この条約についての解釈にあたった判決では，
この規定は，外国人の財産処分の執行は，当然国際法上，両国間の商議に
附せられるべき問題であり，それゆえに，領事がこの権利をもつことは，
この条約によって認められていると判決した13）．またこのような条約は，
単に手続上のものであるか14），または，保護のために領事に与えられた権
限であるとして，州法によって確立された特権に服するものではないと主
張された．
　1912年のRocca　v．　Thompson　Case16）は，同様の条約にもとずく領
事の特権と州権との対立について生じたものであるが，この事件で裁判所
は，領事に遺言なしで死亡したその国の国民の財産を管理する権限を与え
る連邦政府の権限を，当然に予想しながらも，条約の条文中「干渉」とい
う語を，領事以外の人によってすでに始まった手続を考慮に入れて解釈し
たため，条約が州法に抵触する場合，領事にこの種の排他的権限を与える
ことを意味しないとのべた17）．第一次大戦後，締結された一連18）の条約で
は，政府は州のゆるす限りにおいて，遣言なしで死亡した外国人の財産管
理の権限を，その国の領事に支える方針を採用したが，これはこのRocca
v。Thompson　Caseの影響によるものとみられている19）．
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1）　横田喜三郎，国際法H，法律学全集56，p．256～257；田村幸策，外交使
　節，領事，国際機関の職員，国際法講座第2巻，p．54～55．
2）M．R．　Hawkins　and　other’s，　Treaties　and　the　Constitution：Alien　Pro－
　perty　Rights，　Columbia　Law　Review，　Vo｝．37，　No．8，　p．1363．
3）アルゼンチン共和国との条約（1853年7月27日），ベルギーとの条約
　（1880年3月9日），イギリスとの条約（1880年3月9日），グアテマ
　ラとの条約（1901年8月27日），ルーマニヤとの条約（1881年6月5
　日），セルビヤとの条約（1850年5月4日），コスタリカとの条約（1851
　年7月10日），パラ．グアイとの条約（1859年2月4日）．
4）Papadaki　v．　State　Compensation　Comm．，111　W．　Va．15，1931；Urbus
　v．State　Compensation　Conlm，，113　W．　Va．563，1933．
5）Matter　of　Bernabes，152　Misc．237，1934．
6）Ljubich　v。　Western　CQoperage　Co．，930re．633，1919；Matter　of
　Myahay，66　Misc．418，1910．
7）Paperno　v．　Michigan　Ry．　Eng．　Co．，202　Mich．257，1918・
8）Poccardi　v．　Ott，86　W．　Va．565，1920．
9）　自国内で死亡した外国人の財産の相続に関して，自国人の相続の場合と同
　様に，相続税を課する国がある．英国は，1894年の財政条令およびその後
　の立法によって，英国内で死亡した外国人の財産に対して，課税することに
　　している．この方法は，外国人所有財産の没収権を緩和したもので，外国人
　所有財産の引下権（jus　detractus）とよばれ，死亡した外国人の財産は没収
　　されないが，外国人の相続人に財産権が移転する場合に課税することになる・
　　田村幸策；前掲講座p．10．
10）国によっては，領事がその国の法律による行政官を指名することを許して
　　いる．Puente，　The　Legal　Status　of　Foreign　CQnsuls　in　Latin　America，30
　　Columbia　Law　Review，1930，　p．290～291，　note　32．
11）MR．　Hawkins　and　other’s　Qp．　cit．，　p．1366．
12）Laufear　v．　Ritchie　Case（9　La．　Ann：96，1854）の判決では「領事のも
　　つ権利は，自国民と同様外国人の財産にも，その管轄権を有する州の主権に
　　反するものである．外国人の財産の処分は，州立法の対象となるものであっ
　　て，恒久法が請求者によって要求されたような権利を与えているということ
　　は，合衆国の条約にも，法律にもみあたらないし，請求者が，アメリカの法
　　律を疑うような国際法の原理にわれわれは従う必要はない⊥とのべている．
13）　これらの判決例としては，Carpigiani　v．　Hal1，172　Ala．287，1911，
　　Wyman　v．　Pelitioner，191　Mass．276，1906；In　re　Estate　of　Sinovcic，
　　80N．1．Eq．260，1912；In　re　Fallosini’s　Estate，33　Misc．18，1900；In　re
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　LobrascianQ’s　Estate，38　Misc．18，1902；Matter　of　Silvetti，66　Misc．394，
　1907；Matter　of　Riccardo，79　Misc．371，1913．
14）　Carpigiani　v．　Hall，1911；In　re　Lobrasciano’s　Estate，1902．
15）Wyman　Petitioner，1906；In　re　Estate　of　Sinovcic，1912；In　re　Fol－
　losini’s　Estate，1900；Matter　of　Ricado，1913．
16）　Rocca　v．　Thompson，223　U．S．317，1912．
17）M．R．　Hawkins　and　other’s，　op．　cit，　p．1367．
18）　ドイツとの条約第24条（1923年12月8日），オーストリヤとの条約
　第19条（1928年6月19日），エル・サルパドルとの条約第22条（1926
　年2月22日）．
19）M．R．　Howkins　and　other’s，　op．　cit．，　p．1368～1369．
4．加州外人土地法と条約
　外国人の財産権に対する州規制は，独立時，敵国人であったイギリス人
の土地その他の財産の没収によって，大きな国内問題となったが，これら
の問題は時代の進展とともに漸次解消されてきた．しかし19世紀後半か
ら漸次増加をみせはじめた東洋人の移民の増加は，差別待遇もからんで，
新たな財産権制限問題を生じ，これら移民の財産に対して，州によって厳
重な規制が試みられるようになった．
　これらの規制は，とくに1890年以後急激に増加した日本人の移民1）に
対する，アメリカ西部沿岸各州の排日運動を背景とした外人土地法である．
とくに気候風土の良好なヵリフォルニヤ州に集中的に日本人が移住したた
め，この州において，強く排日運動が展開された2）．
　1901年，カリフ牙ルニヤ州知事ゲージは，同年1月の州議会に送った
教書の中で「中国人労働者よりうける危険と，日本人労働者の無制限な移
入によって蒙る危険とは同一性質のもので，その労銀の低廉なことは，米
国労働者にとっては大なる脅威である．日本人移民制限のために，日本と
新条約を結び，同時に中央議会をして新排日法を制定させることが必要で
ある」3）とのべた．このことがきっかけとなって，その後いろいろの排日
法案が州議会に提出されたが，　1913年についに排日的外人土地法が成立
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した4）．
　この法律の第二条には「合衆国法により，米国市民になり得ない外国人
は，該外国人の本国と合衆国問に締結された条約規定の範囲においてのみ
不動産およびこれに関連する権利を取得・保有・使用または譲渡すること
ができる」と規定した．この当時の合衆国帰化法では，日本人は米国市民
になり得ないので，この法律が当然日本人の排斥を目的としていることは
明らかであった．ところがこの法律には「第二条に該当する外国人または
外国法人であっても，三力年を越えない期間は，農業用の目的をもって土
地を賃借することができる」という条文が加えられた5）．そこで1920年
に至って，こんどは住民投票により，全面的に土地の使用を禁止する第二
次土地法が成立し，これによって日系人農家は殆んど完全に土地の使用権
をうばわれた6）．
　一方，日本とアメリカとの日米通商航海条約は1894年に締結されてい
たが，この条約は当時の日本の政治的・経済的後進性のため，他の諸国と
締結した条約と同時に，その内容はきわめて片務的な条約であり，日本で
はこの条約の改正について早くから交渉を開始していた．たまたま移民問
題が日米両国政府の関心の的となり，同条約第2条に，日本移民の制約を．
アメリカ政府が国内法によって規定できる留保条項が挿入されていたた
め7），　日本政府としては条約の他の部分の改正と並んで，移民増加に伴い
日本人労働者の差別的立法がアメリカで制定されるのを防ぐために，第2
条の削除を改正交渉で試みると同時に，日本政府ができるだけ移民を制限
するという紳士協定を結んだ（1907年）．
　改正条約は幾多の変遷を経て1911年に成立した8）．移民問題について
は，旧条的第2条が削除され，太平洋沿岸各州の反響が心配されたが，紳
士協定を日本が履行するという保障をアメリカ政府が確認したことで，と
くに大きな問題は起らなかった．
　ところがこの条約では，日本人のアメリカにおける土地の賃借について
「住居および商業の目的のため」9）（同条約第1条）にのみできることを規
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定していたため，のちにカリフォルニヤ州の外人土地法の規制した農業用
地の借地権の制限をうけることを防ぐことができなかった．
　この問題で争われた事件として，例えば佐藤株式会社事件では，加州土
地法第3条による帰化不能の外国人は，1920年以後，農業地を所有・占
有または使用する目的のもとに設立された株式会社の株を所有できないと
の条項は日米条約に違反するとともに，合衆国憲法修正14条に抵触する
として争われたが，判決では，日米条約は農業の目的での土地の賃借は規
定していないとの理由で，この条約に抵触しないし，元来この種の禁止事
項は州権に属するものであるとして敗訴となった10）．
　しかし，同条約の「商業の目的」では帰化不能の外国人であっても土地
を使用する会社を設立しうるという争いでは，殆んどの事件が同条約の規
定のもとで勝訴となっている．例えば「日米条約によれば，日米両国民は
相手国内において卸・小売の商業に従事するkめ自由に入国・旅行および
居住することができ，かつ家屋・工場・倉庫および店鋪をリースおよび所
有できる，という条項により，シァトル市当局の処置は明らかに日米条約
に抵触する」11）とした三宅・岡崎事件12）や，その他主なもので朝倉質屋事
件13）・田代事件14）などでも同条約の規定が，土地法に優先することが認め
られている．
　1945年，第2次大戦終了前後に，日系人のカリフォルニヤ州帰還が増
加するにおよんで，カリフォルニヤ州検事局では，各郡に土地調査官を派
遣して日系人所有の農地を厳重に調べた．その結果40余件のものが土地
法違反として告発された．じかしながら，戦後急速に日米関係が好転する
ようになって，土地法の内容が米国内でも問題とされるようになり，大山
事件では，その判決のポイソトは違った15）が，土地法の違憲性がきびしく
追求され，この判決によって土地法は事実上死文化した形となった．
　　さらに，その後この法律を完全に消滅させるために，ロスアソゼルスの
藤井整は，自身の名儀で土地を購入して所有権を認めさせる試訴を1949
年末ごろカリフォルニヤ州を相手どって提訴し，土地法の違憲性を確認さ
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せようとした．この訴訟で，ロス・アンゼルス上級裁判所は1950年3月
17日土地法が連邦憲法修正14条に違反すると判決したが，　ヵリフォル
ニヤ控訴院は・1950年4月24日・これを国連憲章に違反するという判
決を下して注目された．
　っまり，国連憲章ならびに人権宣言に規定されている人種的差別の廃止，
財産に関する平等な権利の保障は，カリフォルニア州の外国人土地法に示
される人種的差別と抵触し・国の最高法規である条約として9国連憲章な
らびに人権宣言はカリフォルニア州外国人土地法を無効にするものである
と判決した16）．
　カリフォルニア最高裁判所は・この判決にみられる国連憲章ならびに人
権宣言による無効については・約条は条約の規定の中で，国内法の手続を
またないでも国内で直ちに実施せられるものと，そうでないものとがあり，
前判決であげられた条文は国内的に効力をもつためには国内立法によらな
ければ・条約自身が直ちに外国人土地法を無効にするものではないとして，
結局外国人土地法は・連邦憲法修正14条に違反すると判決した17）．
　外国人土地法は1956年11月の大統領選挙の際一般州民投票で圧倒的
賛同を得て州法から消滅することとなった．
1）　日本人移民は，1890年までは非常に人数が少なかったのであるが，1890
　年から1900年の10年間に27・440人が入国し，1901年から次の10年間
　に入国老は54，839人に達している．
2）外人土地法が成立するまでに，数多くの排日運動が展開されているが，一
　応の形をととのえたのは・すでに1887年（明治20年）におこっている．
　この年サソフランシスコの医師オドソネルが中国人排斥運動の成功から，市
　長選挙を有利にしようと試み・日本人排斥を唱えて選挙の材料とした．米国
　日系人百年史，第11章排日と日系人苦闘史，1961年p．251、
3）前掲百年史，p．251．
4）前掲百年史，p．249～269；佳知晃子，日米通商航海条約とヵリフォルニ
　ア州土地法，日米関係の展開所載，p．28以下．
5）　この条文は，同法案が上院に提出されたとき，日本人に借地をしたい地主
　の抗議により，あらたに加えられたものである．佳知，前掲書，p、35
6）　このときの住民投票の比率は，土地法成立に賛成するもの668，　483票，
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　反対するもの222，086票であった．
7）この留保条項は，第2条末項の「但し本条及び前条の規定は両締約国の各
　方に於て商業労働老の移住，警察及び公安に関し現に行われ，又は将来制定
　せらるべき法律，勅令及び規則には何らの影響を及ぼすことなし」という規
　定で，第一条および第二条において入国・旅行・居住の自由および通商航海
　の自由を規定しているにかかわらず，アメリカ政府が必要に応じて日本移民
　に対し，差別的立法を制定できるように挿入したのである、
　　佳知，前掲書，p．37，　note　1；小村外交史，下巻p，440；Malloy，　Willian
　M．，comp．，　Treaties，　Conventions，　International　Acts，　Protocols，　and
　Agreements－between　the　United　States　of　America　and　Other　Powers，61
　st　Cong．，2dSess．，　S．　Doc．　No．357（Washington，　Government　Printing
　Of且ce，1910），　1，1030．
8）　佳知，前掲書，p．22～28に詳しい．
9）　この規定の文言は，日本側としては「合法的な目的のために」と修正する
　こと，また在米日本人の生活に，最恵国待遇を確保する条項を加えることを
　要望したが，いずれもアメリカ側に拒絶された．
10）　前掲百年史，p．256．
11）　同書，p．262．
12）三宅・岡崎事件ワシソトン州シァトル市在住の日系人三宅・岡崎両人は東
　郷古物会社という名称のもとに，1917年6月4日以来，古物商を営んだ．
　当時シァトル市から下附された営業鑑札が1920年1月10日をもって満了
　するので，上記両人は1919年11月17日鑑札の再下附を市に出願した．
　しかるに市会は，下附を拒み，種々討議の結果，両人は日本国民であり，米
　国市民でないとの理由のもとに再下附を拒絶した．ここにおいて両人はキソ
　グ郡上級裁判所へ訴訟を提起し，市側の拒絶に対して禁止命令の発行を申請
　　し，公平な裁判を仰ぐことになった．その理由として，市当局の措置が，日
　米条約に違反すること，修正憲法14条に違反すること等をあげた．
13）　朝倉質屋事件は前註古物商ライセソス事件と同じくシァトル市に起った問
　題であって，同市会は1921年7月質屋業に対するライセンス下附および取
　締規則の市令公布実施により，米国市民以外のものに営業ライセンスを下附
　禁止した．朝倉は六年以上も同市に在住し，質屋業に従事していたのである
　が，以上の立法により営業不可能となった・ここにおいてキング郡上級裁判
　所に訴え該法の禁止命令の発給を求めた．朝倉側の主張は，ワシントン州軍
　　法；米国修正憲法および日米条約に抵触するものとの主張であった．　『
14）　田代事件とはロスアンゼルスで医業を営んでいた田代医師が，病院設立の
　　目的をもって1927年5月加州内務局に対し会社組織を申請したが，病院設
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　立のため必要な土地をリースすることに対して加州内務局が申請を却下した
　ことによって生じた事件である．この事件も前記事件と同様日米条約に抵触
　するという理由で田代側の勝訴となった．
15）　この事件ではサンデーゴ大山が，その息子（米国市民）に土地を贈与した
　方法が「善意の贈与」であるということで，外人土地法に抵触しないという
　ことにあった．B．B．　Blakeney，　op．　cit．，　p．22～23；前掲書百年史p，265．
16）　この事件の判決および解説にっいては，B．B．　Blakeney，　op．　cit．，　p．20～
　28；B．Schwarz，．American　Constitutional　law，　p．318～319；Sutherland，
　0p．　cit．，　p．1317；中原精一，条約の国内執行について，明大紀要p．59～61
17）　この事件の判決および解説については，入江啓四郎，加州土地法違憲の判
　決，世界週報33巻16号，p．26～33．
5．む　　す　　び
’　　以上見てきたように外国人の財産に対する権限問題で生じた，条約締結
　　権，締結された条約および条約によって制定された議会法と，州権限および
　　それによって制定された州法との関係は明らかに前者が優位の立場にある．
　　それは条約が国の最高法であることの外に次のような理由があげられる．
　　　まず①これらの問題は，つねに緊急な国際問題がその背後に存在して
　　いること1），②問題が条約によってのみ処理される以上，　この問題に関
　　しては，州が無能力であること．つまり州に条約締結権がないということ．
　　③合衆国として均一な処理が必要とされたこと．④さらに殆んどの問題
　　が，国際条約によって慣例的に処理される問題であること2）などである3）．
　　　このような理由が，個々の事件における判決で，憲法修正10条の州の
　　留保権限を無視する結果となったといえよう．
　　　だが，同じ国内法でも条約と州法とのこのような関係が，直ちに条約と
　　連邦の議会法との関係に延用されるとは限らない．この両者の関係につい
　　ては，　「合衆国憲法は，憲法・憲法に従って制定された法律および合衆国
　　が締結した条約は，国の最高法としている．この規定で条約は法律を無効
　　にし，法律は条約を無効にする」4）からである．これはまた追って研究す
　　べき問題である．
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1）McMasters，　A　History　of　the　People　of　the　United　States，1923，　p．97
　～84，421～428；Beard，　The　Rise　of　American　Civilization，1934，　p．661
　～663
2）　このような国際慣例となったことについて，フランスとアルゼンチンとの
　条約（1892年2月26日），フランスとロシヤとの条約（1874年4月1
　日），ドィッとブラジルとの条約（1898年2月15日），ドイツとPシヤと
　の条約（1874年12月8日），イギリスと日本との条約（1900年4月26
　日），イタリヤとtiシヤとの条約（1875年4月28日），μシヤとスペイソ
　との条約（1876年5月26日），イタリーとオースbリー・ハンガリーと
　の条約（1906年2月11日）．
3）　R．Haukins　and　other’s，　op．　cit，，　p．1371．
4）　Schwarz，　Qp．　cit．，　p．315；Hyde，　International　Law，1945，　Vol．2，　p．
　1464．
